

































































































神・淡路大震災以来、有名だ。9 月 22 日にも神
戸新聞の紙面制作システムがダウンし、京都新聞
が印刷を代行した。
遠隔地の同業他社で助け合いのタッグを組む。
どうだろう。各地方の企業は東京はじめ東海・東
南海・南海地震の「被災予定地」に向け、「こん
な助けならできる」というシグナルを出す。各地
方の自治体は、県人会などを通じて「震災時事業
計画」を提案していくのだ。
遠く離れた大都市間の「復興応援協定」も考え
ていい。被災者の長期受け入れ、震災ゴミの代行
処理、従業員まるごとの事業所移転などいろいろ
なメニューが考えられる。漁網式の相互応援協定
を列島に張り巡らせていく。国はそんな全国総合
計画を考えてはどうだろう。
「BCP」（business continuity plan）　事業
継続計画とは、企業が自然災害やテロ、感
染症、大規模なコンピューター障害など予期
せぬ事故に遭遇したとき、限られた資源で中
核となる事業の継続、あるいは業務を復旧さ
せるための行動計画。運用や教育、見直し
など全体の管理を「BCM」という。米国の
ニューヨークテロやスマトラ大地震などが相
次いだ 2000 年代半ばから重要視されるよう
になり、日本でも経済産業省、内閣府中央防
災会議、中小企業庁などからガイドラインや
策定指針が発表されている。また、BCP を
国際標準規格（ISO）化しようとの動きもあ
り、将来は企業の格付けや海外との取引条
件になる可能性も出てきている。
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